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平成２８年９月２４日（土）
岡山行政法実務研究会
岡山県環境文化部循環型社会推進課
主幹 横田健二
報告内容
■ 廃棄物処理法の概要
■ 廃掃法上の行政調査（①報告徴収）
■ 廃掃法上の行政調査（②立入検査）
■ 岡山県の現状と課題
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廃棄物処理法とは
・ 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
（昭和45年法律第137号）
・ 目的（第１条）
この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃
棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処
分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にする
ことにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向
上を図ることを目的とする。
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処理と処分
4
処理
保管
収集・運搬
処分
中間処理
最終処分
焼却など
埋立など
環境法令の体系(1)
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環境基本法
（環境保全施策の基本理念、環境基準の設定等）
廃棄物処理法水質汚濁防止法大気汚染防止法土壌汚染対策法環境影響評価法
環境法令の体系(2)
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廃棄物処理法
（廃棄物の処理に関する一般法）
容器包装リサイクル
法
家電リサイクル
法
建設リサイクル
法
食品リサイクル
法
自動車リサイクル
法
小型電子機器等
リサイクル法
廃棄物とは(1)
・ 法律の定義（第２条第１項）
この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ご
み、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アル
カリ、動物の死体その他の汚物又は不要物で
あって、固形状又は液状のもの（放射性物質及
びこれによって汚染された物を除く。）をいう。
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廃棄物とは(2)
廃棄物に該当するか否かは、次の各種判断
要素を勘案し、総合的に判断することとなっ
ている。（総合判断説）
・ 物の性状（利用用途に適合した品質か？など）
・ 排出の状況（需要に沿った計画的な排出か？など）
・ 通常の取扱い形態（通常はどのような取扱いか？など）
・ 取引価値の有無（有償で譲渡されているか？など）
・ 占有者の意思（占有者の意思は合理的か？など）
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（資料１） （資料２）
（資料３） （資料４）
（資料５） （資料６）
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廃棄物の区分(1)
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廃棄物
産業廃棄物
一般廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のう
ち、法令で定められたもの（20種類）
廃棄物のうち、産業廃棄物以外の
もの
特別管理産業廃棄物
産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、
感染性のあるもの
市町村に処理責任
特別管理一般廃棄物
ＰＣＢ使用部品、感染性一般廃棄
物など４種類
廃棄物の区分(2)
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産業廃棄物（20種類）
１ 燃え殻
２ 汚泥
３ 廃油
４ 廃酸
５ 廃アルカリ
６ 廃プラスチック類
７ ゴムくず
８ 金属くず
９ ガラス陶磁器くず
10 鉱さい
11 がれき類
12 ばいじん
13 紙くず
14 木くず
15 繊維くず
16 動植物性残さ
17 動物系固形不要物
18 動物のふん尿
19 動物の死体
20 １～19の産業産業廃棄物を処分す
るために処理したもので、１～19に
該当しないもの（コンクリート固化物など）
特定の事業活動
に伴うもの
廃掃法上の行政調査①
・ ①報告の徴収（法第１８条）
都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度に
おいて、事業者、一般廃棄物若しくは産業廃棄物又
はこれらであることの疑いのある物の収集、運搬又は
処分を業とする者（略）に対し、廃棄物若しくは廃棄物
であることの疑いのある物の保管、収集、運搬若しく
は処分（略）に関し、必要な報告を求めることができる。
12
報告徴収の対象者
13
（１）産業廃棄物の排出事業者
（２）産業廃棄物の処理業者 ※無許可業者を含む
（３）一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施
設の設置者
（４）情報処理センター
（５）指定区域内の土地の所有者等
（６）その他の関係者
＝不適正処理を斡旋、仲介したブローカーや
資金提供者等（Ｈ２２法改正）
報告徴収に係る罰則
15
【法第３０条】
次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下
の罰金に処する。
一～五 （略）
六 第１８条の規定による報告をせず、又は虚偽の
報告をした者
七～八 （略）
報告徴収の際には、報告拒否あるいは
虚偽報告に対しては刑罰が科され得る
ことを明示し、積極的に活用。
報告徴収に係る国の技術的助言（１）
16
【平成25年3月29日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業
廃棄物課長通知 「行政処分の指針について」 】
○報告徴収は、刑罰による間接強制によってそ
の実効性を担保する制度であるから、報告を拒
否あるいは虚偽報告がなされた場合は、捜査機
関と協議の上で告発を行うなど、厳正に対処す
ること。
○明示的あるいは黙示的に報告を拒否する場合
のみならず、報告内容に著しい報告漏れがある
など、意図的かつ実質的な報告の拒否と判断さ
れる場合は、報告拒否と扱って差し支えない。
報告徴収の対象事項
14
「廃棄物若しくは廃棄物であることの疑いのある
物※の保管、収集、運搬若しくは処分、一般廃
棄物処理施設若しくは産業廃棄物処理施設の
構造若しくは維持管理又は同項（第１５条の１７
第１項）の政令で定める土地の状況若しくは指
定区域内における土地の形質の変更」
【法第１８条第１項抜粋】
※占有者において廃棄物でないと主張している
場合であっても、社会通念に照らし廃棄物であ
ると判断できる物
報告徴収に係る国の技術的助言（２）
17
【平成25年3月29日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業
廃棄物課長通知 「行政処分の指針について」 】
○報告徴収は、都道府県知事が産業廃棄物の
適正な処理を確認する上で必要不可欠な制度
であるから、許可を受けた処理業者による報告
拒否又は虚偽報告については、たとえ初めての
違反であっても、その悪質性は高く、直ちに事業
停止処分を課すのが相当であり、さらに度重な
る報告拒否又は虚偽報告については、「情状が
特に重いとき」に該当するものとして、業の許可
を取り消すのが相当である。
（資料９） （資料10）
（資料11） （資料12）
（資料13） （資料14）
（資料15） （資料16）
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岡山県の状況（検査体制）
24
本庁
備前県民局
備中県民局
美作県民局
東備地域事務所
井笠地域事務所
高梁地域事務所
新見地域事務所
真庭地域事務所
勝英地域事務所
（玉野市、瀬戸内市、
赤磐市、吉備中央町）
（総社市、早島町）
（津山市、鏡野町、
美咲町、久米南町）
（備前市、和気町）
（笠岡市、井原市、浅口市
矢掛町、里庄町）
（高梁市）
（新見市）
（真庭市、新庄村）
（美作市、勝央町、
奈義町、西粟倉村）
岡山県の立入検査状況
25
○立入検査件数（排出事業者・処理業者）
Ｈ25：760件、Ｈ26：943件、Ｈ27：1,019件
［参考］その他監視活動等
○廃棄物運搬車両の路上検査 ６回／年
○産廃監視指導員出動回数
Ｈ27：1,794回
・指導件数163件（うち改善件数90件）
・不法投棄発見件数44件（うち撤去済件数21件）
・野外焼却発見件数49件（うち解決件数44件）
廃掃法上の行政調査②
・ ②立入検査（法第１９条）
都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、その
職員に事業者、一般廃棄物若しくは産業廃棄物若しくはこれらで
あることの疑いのある物の収集、運搬又は処分を業とする者その
他の関係事務所（略）に立ち入り、（略）帳簿書類その他の物件を
検査させ、又は試験の用に供するのに必要な限度において廃棄
物（略）を収去させることができる。
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立入検査の対象場所
19
（１）産業廃棄物の排出事業者の事務所、事業場、
車両、船舶、その他の場所(※)
※コンテナ等行政処分等を行う上で立ち入る必要
がある場所を広く含む
（２）産業廃棄物の処理業者(※)の事務所、事業場、
車両、船舶、その他の場所
※無許可業者による不法投棄現場や無許可設置
施設を含む
（３）一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施
設のある土地又は建物
（４）指定区域内の土地
立入検査の対象事項
20
「廃棄物若しくは廃棄物であることの疑いのある物(※
１)の保管、収集、運搬若しくは処分、一般廃棄物処理
施設若しくは産業廃棄物処理施設の構造若しくは維
持管理若しくは同項（第１５条の１７第１項）の政令で
定める土地の状況若しくは指定区域内における土地
の形質の変更」に関する帳簿書類(※２)その他の必
要な物件 【法第１９条第１項抜粋】
※１「報告徴収」の場合と同様。
※２「帳簿書類」には、経理的基礎を判断するための貸
借対照表、損益計算書や有価取引の真偽や事業支配
の該当性を判断するための預金通帳等を含む。
立入検査に係る罰則
21
【法第３０条】
次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰
金に処する。
一～六 （略）
七 第１９条第１項又は第２項の規定による検査若しくは
収去を拒み、妨げ、又は忌避した者
八 （略）
注意 刑罰による間接強制によって担保する
趣旨であることに照らし、相手方が立入
検査を拒否した場合に、その抵抗を排除
してまで実施することは許されない。
立入検査に係る国の技術的助言（１）
22
【平成25年3月29日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業
廃棄物課長通知 「行政処分の指針について」 】
○立入検査は、刑罰による間接強制によってそ
の実効性を担保する制度であるから、検査を拒
否された場合は、捜査機関と協議の上で告発を
行うなど、厳正に対処すること。
○検査を積極的に拒否する場合でなくとも、実質
的に立入検査ができない状態を積極的に生じさ
せるなど実質的に拒否又は忌避に該当すると判
断される場合は、検査拒否又は忌避と扱って差
し支えない。
立入検査に係る国の技術的助言（２）
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【平成25年3月29日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業
廃棄物課長通知 「行政処分の指針について」 】
○検査としては、ボーリング調査や採掘調査も実
施することができる。
○許可を受けた処理業者による立入検査の拒否、
妨害又は忌避については、たとえ初めての違反
であっても、その悪質性は高く、直ちに事業停止
処分を課すのが相当であり、さらに度重なる検
査拒否等については、「情状が特に重いとき」に
該当するものとして、業の許可を取り消すのが
相当である。
（資料17） （資料18）
（資料19） （資料20）
（資料21） （資料22）
（資料23） （資料24）
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岡山県の検査方針
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【対象事業場の選定】
以下に該当するものを優先して選定。
・新たな規制等が適用される事業場
・周辺住民から苦情等が寄せられる事業場
・近年に行政処分を受けた事業場 等
【立入検査の実施】
・立入検査員証明書を提示し、相手方に対して検査が法に
基づき行われるものであること、検査拒否、妨害、忌避に
対しては刑罰が科されうることを明示。
・複数の人員で対応。
・措置事項を指示する場合、原則として、口頭によらず文書
により行い、措置期限を定める。
違反事項への対応
27
立入検査
違反事項あり
文書通知（行政指導）※軽微な場合、口頭指導等
是正なし
改善命令・措置命令
是正なし
施設・業の停止、取消処分（行政処分）
刑事罰の要求（告発）
課題事例（不用品回収）
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＜家庭から出る使用済家電製品について＞
家電リサイクル法が推進する処理
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
その他の処理ルート例
輸出、中古市場
不法投棄、etc
消費者 小売業者 指定リサイクル業者
リサイクル料金
消費者 不用品回収業者
（無許可）
無料
使用済家電製品の不用品回収の問題点（１）
29
使用済家電製品の回収等を行う業者が、
違法な処理で利益を上げ（正規業者の経営
を圧迫）、リサイクル制度の根幹を揺るがす。
■家電リサイクル法は、
①廃棄時に消費者がリサイクル料金を負担。
②リサイクル制度の処理ルート以外の処理を
禁止していない。
消費者は、リサイクル料金をとらない
業者に引き渡してしまう。
使用済家電製品の不用品回収の問題点（２）
30
■廃棄物処理法の適用上の課題
・許可を持たない不用品回収業者は、法が対象
とする廃棄物ではない（有価物）と主張
外形的に明らかに廃棄物とみなせない
場合、廃棄物処理法の適用が難しい。
■取締体制上の課題
・主に家庭から排出される一般廃棄物
市町村の一般廃棄物の範疇
（産業廃棄物ほどの指導体制がない）
【参考】鳥取県使用済物品等の放置防止条例
32
（H28.4.1施行）
《背景・目的》
不用品の屋外集積が長期間の放置・不法投棄に発展
↓
現行法では放置の未然防止は困難
（廃棄物ではない有価物に法の効果及ばず）
↓
未然防止のため、有価取引される不用品の回収行為
を条例で把握、指導できる仕組みを導入
↓
美しく快適で安全な生活環境を保全
課題事例（不用品回収）
31
【平成２８年９月岡山県議会】
一般質問の概要
鳥取県では、使用済物品回収業者の届出
や家電製品等の保管の適正化などを求める
条例が制定、施行されている。
資源の確保、環境保護、廃棄物の適正処
理、火災や犯罪防止の観点から、不適正業
者規制の条例を制定すべきと考えるか、いか
がか。
【参考】鳥取県使用済物品等の放置防止条例
33
《概要》
・使用済物品回収業を営む場合、事前
の届出を義務付け
・収集、保管行為に基準を設定し、遵守
を義務付け
・使用済物品の屋外保管を禁止
・使用済物品回収業者に対する報告調
査、立入調査、命令権等を明確化
・命令違反に２０万円以下の罰金、無届
営業等に５万円以下の過料
行為の把握
基準設定
放置禁止を
明確化
指導権限を
明確化
違反行為に
罰則
（資料25） （資料26）
（資料27） （資料28）
（資料29） （資料30）
（資料31） （資料32）
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検討の方向性
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■効果的な条例制定可否の検討
※届出制度創設の問題点
・廃棄物処理法に抵触する無許可回収行為を公的に
認めることになり、制度的な矛盾が生じる。
・厳格に運用すると届出がなされない可能性が高い
など、効果は未知数。
■法改正へ向けた取組の推進
・岡山県特有の課題ではない。
・法制度上の問題によるところが大きい。
本来は、国が法で規制すべきもの。
課題事例（不用品回収）
35
【平成２８年９月岡山県議会】
執行部の答弁概要
・法制度上の問題が大きいため、使用済家電
製品が本来のリサイクルルートで処理される
よう国に対して制度の見直しを要望。
・引き続き、市町村と連携して業者指導を強化。
・県独自の条例制定については他県状況も
参考に研究。
（資料33） （資料34）
